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第 ４ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成26年８月７日(木曜日) 

            午前10時２分開議 

            午後11時27分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 報告事項 

  ①９月定例会で提案予定の条例改正等の

概要について 

  ②医療・介護サービスの提供体制改革の

ための新たな財政支援制度に基づく県

計画の検討状況について 

  ③熊本県「無らい県運動」検証委員会報

告書について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 髙 木 健 次 

        副委員長 泉   広 幸 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 早 田 順 一 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

政策審議監 寺 島 俊 夫 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 山 内 信 吾 

健康福祉政策課長 渡 辺 克 淑 

首席審議員兼         

健康危機管理課長 一   喜美男 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 池 田 正 人 

社会福祉課長 吉 田 雄 治 

子ども未来課長 福 田   充 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 立 川   優 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

健康づくり推進課長 下 村 弘 之 

薬務衛生課長 窪 田 吉 晴 

病院局 

病院事業管理者 河 野   靖 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 甲 斐   博 

政務調査課主幹 法 川 伸 二 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○髙木健次委員長 それでは、ただいまか

ら、第４回厚生常任委員会を開会いたしま

す。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 それでは、議事次第２、報告事項に入りま

す。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、執行部の皆さんは、説明等を行われ

る際、着席のままで行ってください。 

 それでは、健康福祉政策課長から説明をお
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願いします。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 ９月定例県議会へ提案を予定しております

条例改正等のうち、熊本県民生委員定数条例

の制定についてでございますが、６月の当委

員会でも御報告はいたしておりますけれど

も、第３次分権一括法による民生委員法の一

部改正に伴いまして、民生委員の定数につい

て、国が定める基準を参酌して、市町村の区

域ごとに県の条例で定めることとされたこと

から、新たに条例を制定するものでございま

す。 

 資料とは別に、別紙で１枚資料をおつけし

ておりますけれども、７月に実施いたしまし

たパブリックコメントでお示しした市町村ご

との定数(案)でございます。 

 現在の定数と比較いたしますと、左の列の

中ほどの天草市とそれから一番右の列の中ほ

どのあさぎり町で、それぞれ２名の増、それ

から、左の列の下から４番目でございます

が、五木村で１名の減、その他の市町村は現

在と同数となっておりまして、合計では３名

の増となっております。定数の増減は、いず

れも市町村の意見を踏まえたものとなってお

ります。 

 ３のスケジュールに記載しておりますよう

に、パブリックコメントでの意見の提出はご

ざいませんでした。 

 施行は、来年の４月を予定しております。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 ２ページをお願いいたします。 

 熊本県入浴施設におけるレジオネラ症の発

生防止のための衛生管理に関する条例の一部

改正についてでございます。 

 まず、条例改正の趣旨ですが、入浴施設の

衛生管理について必要な措置を講じなければ

ならない対象施設に、入浴施設を有する幼保

連携型認定こども園を追加することが１点目

です。２点目ですが、母子及び寡婦福祉法の

一部改正に伴う関係規定の整理です。 

 次に、概要ですが、１点目が、条例の対象

である社会福祉施設等に、就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律に規定する幼保連携型認定こども

園を加えることです。 

 ２点目が、母子及び寡婦福祉法の一部改正

に伴い、条文中の法律名及び施設の名称変更

を行うものです。 

 今後の対応についてですが、９月議会に条

例案を提案させていただきたいと考えており

ます。 

 また、条例の施行につきましては、１点目

の幼保連携型認定こども園は、法律の施行日

から、２点目の母子及び寡婦福祉法に伴う関

係規定の整理は、公布の日からの施行と考え

ております。 

 以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 資料の３ページをお願いいたします。 

 ９月議会で、高齢者支援課、２本の条例を

お願いする予定となっております。関連しま

すので、一緒に御説明いたします。 

 表題にありますとおり、指定居宅介護支援

等の事業の人員及び運営の基準に関する条例

の制定と独自基準の追加に伴います関係条例

の一部改正の２つでございます。 

 この条例名の中に居宅介護支援という言葉

が出てまいりますが、居宅の方に対する介護

保険のサービスは、ケアプランに沿ってサー

ビスが提供されますが、そのケアプランは、

介護支援専門員、ケアマネジャーが作成する
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こととなっており、このケアプランを作成

し、サービス提供事業者との連絡調整業務等

を行う業務を居宅介護支援と言っておりま

す。つまり、ケアマネジャーの事務所の人員

及び運営の基準についての条例ということで

ございます。 

 １の趣旨でございます。 

 まず、条例の制定のほうについて御説明い

たします。 

 昨年、いわゆる第３次地方分権一括法の制

定によりまして、介護保険法が改正されまし

て、各都道府県は、従来法と省令で定められ

ていたこの指定居宅介護支援等の人員基準等

につきまして、条例でこれを定めることとな

ったことから、この条例を制定するものでご

ざいます。 

 ２の概要でございますが、(1)新たに制定

する条例につきましては、原則、これまでの

法の規定及び省令の基準と同様の内容とする

予定でございますが、従うべき基準ではな

く、参酌すべき基準とされている基準の一部

につきまして、県独自の基準を考えておりま

す。 

 具体的には、お手数ですが、５ページをご

らんください。 

 県基準条例(案)の概要を見ていただきます

と、第２章、人員に関する基準、管理者は、

介護支援専門員である必要と記載しておりま

す。これは、従うべき基準ということで変え

ることができません。 

 第３章、運営に関する基準の中のイ、上記

ア以外のものにつきましては参酌すべき基準

となっており、このうち記録の整備につきま

して、独自の基準を定める案を考えておりま

す。 

 一番下の(2)県が独自に定める基準、運営

に関する基準、記録の整備で、サービス提供

の記録等の保存年限を、国基準では２年であ

るのを５年に基準を変更するというものでご

ざいます。２年を５年にしますのは、介護報

酬で、事業者に対して過払いがあった場合の

返還請求の消滅時効が地方自治法上５年とさ

れていることから、整合性を図るため、５年

とするものでございます。 

 次に、お手数ですが、３ページのほうにお

戻りください。 

 ２の(2)一部改正する条例でございます。 

 今御説明しました条例の制定におきまし

て、保存年限を、２年を５年とする独自基準

を入れますことから、これまでの基準条例、

第１次、第２次の地方分権一括法に基づきま

して平成24年に制定しております８条例、３

ページから４ページに記載しております特養

の設備及び運営の基準に関する条例など、８

条例につきましても、サービス提供の記録等

の保存年限を２年と規定していることから、

同様の理由で５年に改正するというものでご

ざいます。 

 この８月４日までパブリックコメントを実

施しておりましたけれども、御意見等はいた

だいておりません。 

 ９月議会に、この内容での条例提案を考え

ているところでございます。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 資料７ページをお願いいたします。 

 ９月議会に提案を予定しております幼保連

携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営の基準に関する条例の制定及び関係

条例の一部改正について御報告申し上げま

す。 

 これは、６月の委員会におきまして、来年

４月から始まります子ども・子育て支援新制

度への対応状況の報告の中で、一部御報告し

たものでございます。 

 １の趣旨でございますが、幼保連携型認定

こども園の制度改正に伴い、認可基準に関す

る条例を制定するとともに、既存の条例、認
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定こども園の認定要件に関する条例、児童福

祉施設の設備及び運営に関する条例、子ど

も・子育て会議条例の３つの条例を改正する

ものでございます。 

 条例の概要を御説明する前に、今回の幼保

連携型認定こども園の制度改正の概要につい

て御説明を申し上げます。 

 ２ページ飛んでいただきまして、９ページ

をお開きください。 

 まず、左側でございますけれども、認定こ

ども園には、認可の状況に応じまして、幼保

連携型と幼稚園型、保育所型の３つの形がご

ざいます。 

 真ん中の枠の中でございますけれども、幼

保連携型といいますのは、学校教育法の認可

を受けた認可幼稚園と児童福祉法の認可を受

けた認可保育所をあわせ持つ施設でございま

す。 

 次に、幼稚園型といいますのは、認可幼稚

園に認可を受けていない保育所機能を併設す

るものでございます。 

 保育所型といいますのは、認可保育所に認

可を受けていない幼稚園機能を併設するもの

です。 

 また、認定こども園となるためには、これ

らの３つのパターンのいずれかの形の認可を

受けた上で、真ん中の下に記載しております

が、県の認定要件に関する条例の基準を満た

して認定を受ける必要がございます。このよ

うに、現在は、認可と認定を受ける必要がご

ざいます。 

 この制度の仕組みを――幼保連携型の認定

こども園につきましては、学校教育と児童福

祉の２つの機能を持つものとして法的に位置

づけて、指導監督権限を一元化するととも

に、手続を簡素化するために、右の上のほう

に記載しておりますように、認定こども園法

に基づく認可という形に一本化されます。そ

の認可基準につきまして、今回条例で定める

こととしているものでございます。 

 なお、幼稚園型と保育所型は、これまで同

様に認可と認定が必要ということになりま

す。 

 それでは、７ページにお戻りください。 

 ２の概要でございます。 

 (1)の幼保連携型認定こども園の学級の編

制、職員、設備及び運営の基準に関する条例

は新たに制定するもので、ただいまも御説明

しました幼保連携型認定こども園の認可基準

を定めるものです。 

 (2)の認定こども園の認定要件に関する条

例の改正でございますけれども、幼保連携型

認定こども園は、(1)の条例で基準を定めま

すので、認定の基準条例から幼保連携型の規

定を削除するなどの改正を行うものです。 

 (3)の児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例は、児童養護施設ですとか保育

所などの児童福祉施設の基準を定めているも

のでございますが、幼保連携型認定こども園

に関する規定を削除するとともに、一部、保

育所の施設基準の省令改正に伴い、条例を改

正するものです。 

 (4)の子ども・子育て会議条例の改正でご

ざいますが、幼保連携型認定こども園の認可

に際して、条例で設置する合議制機関の意見

聴取が法的に義務づけられておりますので、

既に設置しております子ども・子育て会議の

部会から意見聴取ができるように改正を行う

ものでございます。 

 ３の今後の対応、スケジュールでございま

すが、幼保連携型認定こども園の認可基準条

例につきましては、７月７日から８月５日ま

でパブリックコメントを実施いたしました。

結果として、県民の皆様からの御意見はあり

ませんでした。 

 上記４本の条例の制定と改正を９月議会に

提案する予定としております。 

 条例の施行日は、法律の施行日に合わせる

こととしております。 

 次に、８ページをお願いいたします。 
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 幼保連携型認定こども園の認可基準に関す

る条例の内容について、簡単に御説明申し上

げます。 

 主な項目とその内容に記載しておりますよ

うに、職員の数や園舎の面積、備えるべき施

設、教育、保育の時間など、認可を行うに当

たっての最低基準を定めるものでございま

す。 

 また、次に、県の独自基準を下の欄に記載

しております。基本的には、国の省令におき

まして、従うべき基準ですとか参酌すべき基

準とされておりまして、独自の基準設定には

制約がございますけれども、記載している８

項目について独自基準を設ける予定としてお

ります。 

 簡単に申し上げますと、１点目は、非常災

害時の配慮が必要な人の受け入れ、２点目

は、地域住民との交流機会の確保、３点目

は、地産地消の推進、４点目は、特別な配慮

が必要な子供が利用する場合の必要な職員の

配置、５点目は、園庭は、園舎と同一敷地内

または隣接地に設置すること、６点目は、満

３歳以上の幼児について、食事の外部搬入を

行う場合の食育計画の策定、７点目は、認定

こども園に実施を義務づけております子育て

世帯の相談対応などの子育て支援事業実施時

の職員配置、８点目は、子育て支援にかかわ

るさまざまな主体との連携、以上の８点を基

準として追加したいと考えております。 

 以上、９月議会に御提案する予定でござい

ますので、よろしくお願いいたします。 

 報告は以上です。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課です。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 ９月議会に提出を予定しております母子及

び寡婦福祉法の一部改正に伴う関係条例の一

部改正についてです。 

 １の趣旨ですけれども、母子及び寡婦福祉

法の一部改正に伴い、この法律を引用してい

る関係条例の規定の整備を行うものです。 

 一部改正の内容は、父子家庭への支援を拡

充するため、法律の名称が母子及び父子並び

に寡婦福祉法に改められるとともに、具体的

な支援として父子福祉資金制度の創設等がな

され、10月１日に施行されることとなってお

ります。 

 ２の概要ですけれども、この一部改正に伴

い、この法律を引用している熊本県母子家庭

等の児童の身元保証に関する条例、熊本県知

事の権限に属する事務処理の特例に関する条

例、熊本県住民基本台帳法施行条例の３つの

条例について、法律の名称や関係条文等の整

備を行うものです。 

 ３の今後の対応につきましては、９月定例

県議会において改正案を提出し、条例の施行

は公布日としたいと考えております。 

 なお、次のページに関係条例の概要を参考

までに掲載しております。 

 子ども家庭福祉課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○窪田薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 薬事法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の一部改正について御説明を申し

上げます。 

 まず、１の改正の趣旨でございますが、薬

事法の一部改正に伴いまして、薬事法を引用

している関係条例の規定の整理を行うもので

ございます。 

 薬事法の一部改正の主な内容につきまして

は、医薬品や医療機器等の安全、迅速な提供

の確保を図るため、法律の題名を、略称でご

ざいますが、医薬品、医療機器等法と言いま

すが、医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律に改めますと

ともに、医薬品等の添付文書の届け出義務や
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再生医療等製品の条件、期限つき承認制度の

創設、また、医療機器と医薬品等の章を区分

いたしまして規定するなどの改正を行うもの

で、昨年11月27日に公布されまして、本年11

月25日に施行されることとなっております。 

 ２の条例案の概要でございますが、熊本県

薬事審議会設置条例など、４つの条例におい

て引用されております薬事法という法の題名

や条項等につきまして、今回の改正に伴いま

して、その題名や条項ずれ等の修正を行うも

のでございます。 

 ３の今後の対応といたしましては、条例案

を９月議会に提出させていただきまして、条

例の施行を11月25日に予定をしております。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 資料の13ページをお願いいたします。 

 医療・介護サービスの提供体制改革のため

の新たな財政支援制度に基づく県計画の検討

状況について御報告いたします。 

 この新たな財政支援制度につきましては、

去る６月議会の常任委員会で御報告しており

ますが、その後の検討状況の経過等を御報告

するものでございます。 

 まず、１、位置づけでございます。 

 この計画は、平成26年６月25日に公布、施

行されました地域における医療及び介護の総

合的な確保の促進に関する法律第４条に基づ

き、事業の実施に関して作成する計画です。

平成26年度につきましては、医療を対象とし

た計画として作成いたします。 

 次に、２、アイデア提案への対応状況でご

ざいます。 

 関係団体等から提案されました99件につき

まして、提案者と７月の中旪までに30回を超

える意見交換会等を実施いたしました。その

結果を、下表のうち、(Ａ)新規26件と(Ｂ)財

源振替14件の計40件を事業化できる提案とし

て整理したところでございます。 

 財源振替とは、当初予算で計上している事

業のうち、当該基金で対応できるものは財源

を振りかえるものでございます。 

 次に、３、平成26年度県計画の検討状況で

ございます。 

 ただいま御説明いたしました上記２の40件

に県独自の提案事業を追加するとともに、提

案されました同種の事業は整理統合いたしま

した。その結果は、下の表のとおりでござい

ます。要望額は22億6,900万円、件数は52件

となっております。 

 なお、表の下のほうに記載しております

が、①基金の負担率は、国が３分の２、県が

３分の１となっております。 

 また、②事業者の資産形成につながる事業

につきましては、事業者負担を協議中でござ

います。 

 なお、③都道府県計画(案)は、全国ベース

で今年度の予算額904億円の倍以上になって

おり、国において今後厳しい査定が予定され

ております。先週の金曜日、８月１日に、国

のヒアリングを、県の医師会、県歯科医師

会、県看護協会と一緒に受けてまいりまし

た。国の担当者からは、先ほど申しましたよ

うに、全国で予算額の２倍の要望があり、全

ての事業には応えられないと言われておりま

す。本県といたしましては、新しい基金の初

年度でもありますので、要望額が満たされる

よう、引き続きしっかり対応してまいりたい

と考えております。 

 ４、今後のスケジュールでございます。 

 ９月には県計画を策定し、国へ提出する予

定です。その後、国からの交付決定等を経ま

して、平成26年12月県議会において、基金の

設置条例及び補正予算関連議案を提案させて

いただき、平成27年１月から事業実施を予定

しているところでございます。 

 裏面をごらんください。 

 平成26年度県計画において検討している主
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な事業を、３つの柱ごとに記載しておりま

す。その一部を御説明いたします。 

 まず、１、病床の機能分化・連携のために

必要な事業の１番目、ＩＣＴを活用した地域

医療ネットワーク基盤整備事業でございま

す。これは、県内３圏域程度をモデル地域と

して、病院、診療所や訪問看護ステーショ

ン、薬局、介護関係施設及び市町村等におけ

るＩＣＴを活用した地域医療等情報ネットワ

ークの構築を行うものでございます。 

 次に、２、在宅医療・介護サービスの充実

のために必要な事業の３番目、在宅訪問薬剤

師支援センター整備事業でございます。これ

は、医療材料等の安定的かつ円滑な供給、在

宅医療を支援する指導薬剤師の養成、患者の

病態に即した在宅訪問業務の応需可能な薬局

を医療関係者へ紹介するなどを行う在宅訪問

薬剤師支援センターの設置及び運営を行うも

のでございます。 

 次に、３、医療従事者等の確保・養成のた

めの事業の１番目、医療勤務環境改善支援セ

ンター運営事業でございます。これは、医療

機関の勤務環境改善を促進するための相談、

情報提供、啓発活動等を実施する医療勤務環

境改善支援センターの設置及び運営を行うも

のでございます。 

 このセンターは、今回の一括法に基づく医

療法の改正により、都道府県に設置が努力義

務化されたものです。 

 以上で報告を終わります。 

 

○下村健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 熊本県「無らい県運動」検証委員会報告書

についてでございます。 

 無らい県運動の検証については、蒲島知事

が知事就任後に初めて菊池恵楓園を訪問され

た際に、入所者自治会から、県が無らい県運

動にどのようにかかわったのかを検証してほ

しいとの要望を受け、知事が県の責務として

検証することを約束され、検証が始まってお

ります。 

 １の経緯ですが、平成23年１月、多角的な

視点から「無らい県運動」を検証するため

に、学識経験者、入所者代表等で組織する検

証委員会を設置し、本格的な検証作業が開始

され、８回の検証委員会を経て、本年６月30

日に当検証委員会から知事へ報告書の提出が

あったところでございます。 

 検証委員会の委員としては、国の検証会議

の副座長も務められました内田博文委員長を

初め、資料に記載の委員５名と８名の協力委

員にも協力をいただき、報告書が作成されて

おります。 

 ２の報告書の特徴についてですが、(1)の

国の検証会議以来の本格的で総合的な報告書

が完成しております。 

 他県では報告書を作成しているところもご

ざいますが、このように詳細に検証している

ケースはなく、また、国の検証会議では深く

掘り下げられなかった内容も検証されており

ます。例えば、戦前の無らい県運動と戦後の

無らい県運動との相違点として、戦後は、戦

前に比べ、無らい県運動に対する住民の占め

る役割が飛躍的に高まったことや、医療界、

マスコミ、法曹界などの各界が無らい県運動

にどのようにかかわったかなどが詳細に記載

されております。 

 次に、(2)熊本県とハンセン病との強いか

かわりでございますが、ハンセン病史で記さ

れるさまざまな事件について、当事者の証言

や県保管資料等をもとに検証されており、本

県で起こりました本妙寺事件、黒髪校事件、

菊池事件について記載されております。 

 また、平成15年11月に県内のホテルが菊池

恵楓園入所者の宿泊を拒否したホテル宿泊拒

否事件では、潮谷前知事に当時の事件への対

応、ホテル名を公表した経緯、心境等につい

て聞き取った内容が記載されております。 
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 さらに、国内で唯一の菊池医療刑務支所の

開設についても詳細に記載されております。 

 次に、16ページにわたっておりますが、

(3)入所者、関係者が語る、今も続く偏見、

差別、被害の実態についてですが、入所者だ

けでなく、その家族や退所者、非入所者が受

けてきた被害、人生被害の実態が深く検証さ

れております。 

 療養所内の医療、食住環境は低劣であった

こと、また、患者作業が強いられていたこ

と、変名を余儀なくされ、入所に当たって

は、解剖承諾書を記載させられ、断種、堕胎

を強制されるなど、非人間的な処置を受けて

きたことなどが詳細に記載されております。 

 ３の検証委員会からの提言・要望について

ですが、検証委員会からは、主に次のような

提言、要望がなされております。 

 １つ目は、報告書や報告書概要版を活用し

て普及啓発、人権教育を推進していくこと、

２つ目は、差別、偏見克服のため、行政や県

民が一体となった取り組みを推進していくこ

とが提言されております。 

 ３つ目は、仮称になりますが、ロードマッ

プ委員会を設置することが提言されておりま

す。このロードマップ委員会は、国の検証会

議においても設置されておりますが、報告書

において示された検証から導き出される教訓

が、熊本県及び県民によって生かされ、実現

されているかを検討し、その検討結果の実現

に向けた道筋等を明らかにするための委員会

でございます。 

 ４つ目は、これも仮称になりますが、熊本

県立ハンセン病センターの設置について提言

されております。このセンターは、世界の人

々が日本のハンセン病強制隔離政策に関する

資料の収集や研究をする施設ということであ

り、国レベルだけでなく、熊本県が菊池恵楓

園内に設置すれば、将来構想にとっても有意

義であるとされております。 

 なお、ロードマップ委員会並びに県立ハン

セン病センターの設置につきましては、今

後、関係機関、関係者と協議をし、検討して

まいりたいと考えております。 

 ４の報告書の活用についてですが、ことし

の秋ごろまでに報告書概要版を作成し、報告

書とあわせまして、都道府県、県内市町村、

国、県内大学、公立図書館、その他関係機関

に配付予定です。また、県のホームページに

も掲載することとしております。無らい県運

動について正しく理解してもらい、二度と同

じ過ちを繰り返さないよう、報告書及び報告

書概要版をハンセン病問題の普及啓発、人権

教育に積極的に活用してまいります。 

 17ページから18ページの５の各章の紹介に

ついてですが、報告書の第１章の戦前編から

第６章のハンセン病問題の解決に向けてま

で、各章の検証内容について簡単に紹介をし

たものでございます。ここでは各章の御説明

はいたしませんが、後ほどごらんいただけれ

ばと思います。 

 健康づくり推進課からは以上でございま

す。 

 

○髙木健次委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑はありませんか。 

 

○池田和貴委員 ちょっと２点、確認をさせ

ていただきたいと思います。 

 まず最初は、高齢者支援課の、資料で言う

と５ページ、県が独自に定める基準で、サー

ビス提供等の記録等の保存年限を今２年から

５年に変更されたの、私、これは非常に適切

な変更だったというふうに思っております。

ただ、先ほどのちょっと説明の中で、事業者

側に不備があった場合には徴収できるという

ふうな説明がありましたけれども、これは、

逆に事業者側から不服の訴えがあって、実際

行政側にも手続等の問題があった場合に、い



第４回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年８月７日) 

 - 9 - 

わゆる事業者側に返す分もこの５年が適用さ

れるというふうに考えていいのかどうか、ま

ず、ちょっとそこをお尋ねしたい。 

 

○中島高齢者支援課長 ５年が適用されると

思います。 

 

○池田和貴委員 そうですよね。だから、事

業者側の問題もそうですけれども、行政側の

問題も同様ということですね。――はい、は

い、わかりました。 

 もう１点、よろしいでしょうか。 

 

○髙木健次委員長 はい、どうぞ。 

 

○池田和貴委員 今度は、子ども未来課。 

 ８ページなんですが、今回、県の独自基準

の中に、項目等で職員配置が必要な部分とい

うのが県の独自基準として盛り込まれており

ます。その際、やっぱり職員を配置するとい

うことになると、当然資格を持った人がいら

っしゃればいいんですけれども、そうじゃな

くて、新しい人材が必要だとかそういうふう

な場合も考えられると思うし、ある意味、そ

の人件費が尐しかかる場合もちょっと想定さ

れるところもあると思うんですが、そういっ

た場合には、そういった人件費分等というの

はどういうようにここは考えられているんで

しょうか。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 この県の独自基準に当たっては検討会も立

ち上げまして、幼稚園、保育所、そして認定

こども園の代表の方、あるいは学識経験者の

先生方と議論をしたところでございます。 

 現在、この職員配置のところで、特別な配

慮が必要な子供が利用する場合、必要に応じ

た職員を置かなければならないというふうな

規定を置き、それともう１つ、子育て支援事

業を実施する場合は、専らその事業に携わる

職員を配置するというこの２つを職員配置基

準としては設けております。 

 実は、今これは県の認定を行う際の認定基

準にもこの規定は置いているところでござい

ます。その認定基準は平成18年に制定をして

おりますけれども、その検討も、同じような

メンバーで御議論いただいて検討したところ

でございました。 

 それで、ここで規定しておりますのを見て

いただきますと、例えば職員配置につきまし

ては、特別な配慮が必要な子供というのは、

子供それぞれに応じてどのような配慮が必要

かというのは、いろんなケースがございま

す。そのために、ここの規定については、こ

の場合は何を置かなければならないというふ

うな数値的な義務づけというのは、この規定

だけでは発生し得ないものでございまして、

そこは、認定こども園が保育なり幼児教育を

行うに当たって、配慮が必要な子供に対して

必要な職員を置くということを、それぞれの

判断のもとで責任を持ってやっていただこう

という趣旨で置いたものでございます。 

 それと、子育て支援事業のところも、事業

を実施する際には、専らそこに携わる職員を

配置するということでございますから、その

事業を実施していないときにまで新たに職員

を配置するということを義務づけているもの

ではございません。これは、そういった認定

こども園を運営される先生方などの意見も踏

まえて、そういった配慮は当然自分たちもや

っていかねばならないという、そういったも

のを込めて、ここに独自基準として設定しよ

うとするものでございます。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員 わかりました。いいです。 

 

○髙木健次委員長 ほかに。 
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○小早川宗弘委員 関連してですけれども、

職員の配置についてというふうなことでお答

えがあったかと思いますけれども、特に、そ

ういう財政的な支援はないというふうな話だ

ったのかなというふうに思いますが、この特

別にその配慮が必要な子供たちというのが非

常にふえているというふうなことで、保育園

の皆さん方といろいろおつき合いをしとっ

と、どういうふうに対応していいのかわから

ないというふうな話もありますし、発達障害

者基本指針、そういう中でも、早期発見とか

早期療育だとかそういうふうな言葉が出てき

とるもんですから、これはぜひそういう何か

財政的な支援というのは必要ではないかなと

いうふうに思います。 

 ここで書かれていることなんだが、必要に

応じた職員を置かなければいけないというこ

とは、これは子供たちの障害にも応じたとい

うことですか、それとも、子供たちの障害を

サポートできるような職員を置かなければい

けないという意味なのか、あるいは、そうい

う子供たちがおったら、ただ単に職員をふや

せというふうなことなのか、その意味をちょ

っと。必要に応じた職員を置かなければ――

必要に応じたというのはどういう必要に応じ

たという意味でしょうか。 

 

○福田子ども未来課長 ここも、明確にここ

をこうしなさいというふうには議論もしてな

いところでございますけれども、確かに、障

害に、障害といいますか、必要な配慮に応じ

た、あるいは、場合によっては、それによっ

て人の数もふやさざるを得ないということも

発生するかもしれませんけれども、そこを明

確に、この場合は何を置かなければならない

というふうな規定としてここを置いているも

のではございません。 

 それと、先ほど、私、説明ちょっと足りな

かったかと思いますけれども、今度の、来年

度以降の運営費補助の算定を行います公定価

格の中で、そういった障害児を受け入れる際

の職員の配置等においての加算というところ

は出ておりますので、そういった加算の範囲

の中で、それぞれの園において対応していた

だくということで考えております。 

 

○小早川宗弘委員 発達障害とか私ずっとか

かわってきたもんですから、特に、保育士さ

んたちに、ただ単に人をふやせばいいという

ことじゃなくて、その療育をある程度――保

育士さんも今スキルアップをされてきて、レ

ベルアップされてきておるというふうに思い

ますけれども、やっぱり子供に応じた、幅広

い障害に応じた、障害に対して療育をちゃん

とできるような保育士さんを本来は配置して

ほしいと私は思っております。それなりのや

っぱり財政支援も必要だと思いますし、そう

いう加算の何かがあるというふうなことであ

りますけれども、ただ単に加算するじゃなく

て、やっぱり障害にある程度専門的知識、経

験を持った人たちをこの県独自の基準では入

れていただきたい、強化していただきたいと

いうふうに思います。 

 以上です。 

 

○福田子ども未来課長 この認可の基準上は

こういった書きぶりでやっているところでご

ざいますけれども、今委員御指摘のように、

特別な配慮が必要な、発達障害とまで認定さ

れないまでも、この発育の気になる子供とい

うのはふえてきている状況でございます。そ

ういったものに対応していくために、私ども

も、そういった子供をできるだけ早く気づい

て、そしてその子供に応じた対応ができるよ

うにマニュアルづくりをしておりまして、保

健師に向けたマニュアル、それからこういっ

た保育所などでの保育士に向けたマニュアル

などもこれまでつくってきたところでござい

まして、そういった研修会なども実施してい

るところでございます。 
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 また、それに加えまして、本年度は、保護

者がみずから気づくような形のマニュアルと

いうものも作成しているところでございまし

て、そういった面からの支援というのもあわ

せて実施していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 今の小早川県議の指摘と同

じようなことですけれども、今検討の状況の

ようですから、ぜひ検討の中で考えていただ

きたいと思っております。 

 特に、ずっと現場を見てみますと、保育所

の先生方の賃金、労働条件というのは、やっ

ぱり厳しかですよね。これじゃあなかなか集

まらぬなというふうに思うこと、最近しきり

ですけれども、特に医療の現場だとか、福祉

の現場だとか、今労働力不足が言われている

折、そういうさなかですけれども、やっぱり

今特に発達障害あたりの子供を入れることに

よって相当手がかかる、そのためには、やっ

ぱり人員をふやさなきゃならぬ、当然現状の

現場の中でやられていることですよね。です

から、財政的支援をそういう方々に対してど

ういうぐあいに手厚くしていくかということ

が問題解決の非常に大きな要素ではないかと

いうふうに思っておりますので、ぜひ検討の

中でその点を加えていただくようにお願いし

ておきたいと思います。 

 

○髙木健次委員長 答弁、いいですか。 

 

○鬼海洋一委員 いいです。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○松岡徹委員 幾つか――その前にちょっと

委員長に１つ要望をしておきたいと思います

けれども、この説明資料が何しろきのう昼ご

ろ来たんですたいね。そうすると、もう条例

を変えるもとになっている法律が改正された

と。その法律改正は大体どういうものかとい

うのもやっぱり見らんことにはあれだし、何

しろ前日の昼に資料が来ても十分な分析や評

価やですね、できないと。だから、かみ合っ

た議論をする上で非常に難儀をしますので、

せめて２日前ぐらいには委員のところに届く

ようにしていただければと、これは、委員

長、要望ですね。執行部ともちょっと相談し

て、できればそうしていただきたいと。でき

ればというか、強くお願いしたいなと思いま

す。 

 

○髙木健次委員長 一応きょうは議案じゃな

くして報告事項ですから、議案等については

会議規則等で何日前とかがあると思うんです

けれども、その点は、執行部のほうにもでき

るだけ早く報告事項についても委員には提出

をしてくださいということを私のほうからも

お願いしておきたいと思います。 

 

○松岡徹委員 議案でないことはわかってい

るけれども、やっぱりかみ合った議論をする

上で、説明があった、それに対してこれはど

うですかというふうに――私なりにですよ。

それでは、ぜひお願いしたいと。 

 まず、幼保連携型認定こども園について、

この国の都道府県や市町村が事業計画を策定

するに当たっての基本指針というのがありま

すけれども、それによると、幼保連携型認定

こども園については、制度改正の趣旨を踏ま

え、その普及に取り組むことが望ましいと

か、認定こども園の４類型については、将来

的には幼保連携型に集約していく方針で進め

ていくことが望ましいとかとなっているわけ

ですね。 

 それで、他県や市の例を幾つか見てみる

と、アンケートをとって、例えば民間保育所

の大体何割が幼保連携に移行しようというふ

うに考えているのかとか、私立幼稚園の場合
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はどうかとか、自治体によっては、もう今の

認可保育所型でいきますというところもある

らしいんですよ。熊本県内のいわばそういっ

た実態はどういうふうになっているのかな

と。いろんな形でのつかみ方があると思いま

すけれども、その辺はいかがでしょうか。 

 

○福田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 現在の保育所あるいは私立の幼稚園がこの

認定こども園への移行をどう考えているかと

いうことでございますけれども、その園の意

向については調査をしているところでござい

ます。ただ、まだ全体が集約できておりませ

ん。今月中くらいには集約できるかというこ

とで作業をしているところでございますが、

現時点での傾向で、大まかに申し上げます

と、私立保育所で見てみますと、大体１割弱

くらいという傾向が見られます。それから、

私立幼稚園では…… 

 

○松岡徹委員 保育所。 

 

○福田子ども未来課長 今のは保育所です。

が１割弱くらいは検討をしている、それから

私立幼稚園、これは私学振興課のほうで調査

しておりますけれども、検討しているところ

が半数程度というふうに伺っているところで

ございます。まだ検討段階でございますの

で、まだはっきりと方針を立てられたという

ところではないかと思いますけれども、そう

いった状況でございます。 

 

○松岡徹委員 前回の委員会で、このシステ

ムについて、幼保連携型の中身について幾つ

か私が聞きましたよね、そのとき課長は、御

指摘の点については細かく検討していない

と、今検討を進めているところですという答

弁だったと思いますけれども、その辺はどこ

ら辺まで検討が進んでいるんですか。 

 具体的には、私が聞いたのは、１つは、保

育時間が異なる点ですね。それから、３歳以

上の保育での短時間と長時間保育の件、それ

から夏休みの件、それから幼保という形にな

ることによって、幼児期の子供にとって生活

や遊びが非常に大事だけれども、そこら辺が

軽くならないようにするためにはどうしたら

いいかとかそういう点を伺ったと思うんです

よね。それについては今検討中だというお話

だったけれども、いわば条例を仕上げていく

上で、きょうは中間的な議論としてどの辺ま

で来ているのかなと思います。いかがでしょ

うか。 

 

○福田子ども未来課長 その辺の運営の実態

については、いろいろ調べてやっていきます

ということでお答えしたかと思います。 

 先ほどの保育、長時間と短時間のクラス編

制の問題なんかも御指摘いただいとると思い

ますし、その辺については、今私どもが今回

条例で御提案しようとしておりますのは、認

可のための最低基準でございますので、御指

摘いただいた点は、どちらかというと運営の

部分でございますので、そういった部分は、

この認可基準条例の中で盛り込むということ

では考えておりません。 

 ただ、その条例の検討会の中で、認定こど

も園を運営される園長先生、あるいは保育

所、幼稚園を運営される先生方とそういった

実態の意見交換というものはやっておりま

す。 

 それで、幼保連携型の認定こども園で、今

実態としてどのような形で長時間を利用され

る方と幼稚園相当分の短時間で利用される方

のところをやられているかといいますと、午

前中は、年齢別のクラス編制を行って――こ

れは園によってまちまちだと思います。それ

は一つの例としてお聞きいただければと思い

ますけれども、午前中は、年齢別のクラス編

制を行って同じような活動を行っていって、
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そして給食をとった後の午後については、短

時間利用の子供たちは、お迎えの準備もござ

いますので、午後の活動をした後に帰りの準

備をしていく、長時間の６時とか７時まで保

育される子供たちは、その後、今度は異なる

年齢でまたクラス編制をして、そこで活動を

してお迎えを待っていくという、そういった

取り組みをされている。それは、異なる年齢

での触れ合いをするということによる教育効

果ということも考えながらやっているという

ふうなお話も伺ったところでございまして、

それぞれの園で工夫をされながら実施されて

いるようでございます。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 それで、結局は、形をどうす

るかということと同時に、実際の園の経営者

とか、あるいは保母さんとか、あるいは幼児

を預ける親の立場からすると、この幼保連携

が中身的にどうなるのかと。午前中はこうな

って、午後は、短時間と長時間で変わって、

場所も変わりますとか、いろいろな問題があ

るわけですね。だから私は、やっぱりそこら

辺も含めてよく中身を当事者に知らせて、そ

して選択をしてもらうというふうな姿勢が必

要ではないかなというふうに思っているもん

ですから、この条例改正がどういうものであ

るかというのはわかるんですよ、課長がおっ

しゃるように。ただ、それは中身を伴うもの

だから、その中身の点についても、やはりき

ちっとここでも議論したいし、周知徹底も必

要だということを言っているわけですね。 

 何かありますか。 

 

○福田子ども未来課長 先ほど申し上げまし

たような、そういった園の取り組み、恐らく

認定こども園で運営されている先生方も、い

ろんな、委員御指摘のような点などもどのよ

うにしていったほうが最も子供たちのために

いいかという観点で、いろんな御検討をなさ

りながらやられていると思いますので、そう

いった実例なども広く事業者の皆様方とも情

報交換しながら、来年４月からの制度がうま

くいくように努めていきたいと思います。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 無らい県運動について、幾つ

かちょっと伺います。 

 この報告書自体は読んでないんですけれど

も、この委員長の内田先生のまとめたものは

一応読みました。それで、私の感想として

は、かなりやっぱり踏み込んだ、特に戦後の

無らい県運動――課長は触れなかったけれど

も、無らい県運動の深刻ないわゆる実態、そ

れが、しかも行政、そして住民を巻き込ん

で、そしてマスコミ、報道関係も、それから

法曹関係ですね、いわば弁護士会、そういっ

たものも含めて本当に広範で深刻なものだっ

たということが明らかにされているというの

は、私は画期的な報告書になっているんじゃ

ないかなというふうに読みました。 

 それで、ちょっと幾つか聞きますが、ここ

で、報告書の特徴のところで、課長の説明で

はなかったんですけれども、内田先生ので

は、ちょっと指摘してあるのは、マンパワー

の問題と、やっぱり資料が、かなり踏み込ん

でいるけれども、関係資料が、県なども含め

て、ない部分で不十分さがあったという指摘

を内田先生はされているわけですね。これ

は、先ほどロードマップ委員会のことや今後

のことも、これで終わりというわけじゃない

と思いますので、資料の発掘調査、これは今

後どういうふうにしていこうと思っているん

ですか。 

 

○下村健康づくり推進課長 今、松岡委員の

お尋ねでございますけれども、無らい県運動

の検証報告書の中で、資料については不自由

さがあったという内田委員長の発言があった

ということでございます。 
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 私どもも委員会の事務局という立場でかか

わっておりまして、資料の提供につきまして

は、確かに、そういう不自由な部分があった

という御指摘もあっております。といいます

のも、県の資料については、過去の資料がな

かなか御提供できなかった部分、後で発見さ

れた部分もございまして、報告書の作成には

時間がかかってしまった点、この点は、委員

の先生方にもおわびをしておるところでござ

います。 

 それから、県の資料だけではなくて、恵楓

園側にございます資料についても委員の皆様

方から提出を求められておりましたので、委

員会側として恵楓園側に資料の要求をさせて

いただいて、ここまで来たところでございま

す。 

 その中では、また恵楓園、いわゆる国の機

関としての恵楓園側からなかなか、個人情報

等もあることからだと思われますが、提供し

ていただけなかった部分もございますので、

これは私どもも委員会の運営側ということで

恵楓園側に申し入れをする形で進めてきた結

果、現時点では、こういう検証委員会報告書

になっているところです。 

 今後も、県立のハンセン病センターとそれ

からロードマップ委員会の設置ということで

御要望があっておりますので、そういった中

で、国、それから県の資料等をどういうふう

に扱って、研究者の方々、それからこういう

隔離政策に関する資料についての収集もどう

やっていくのか、そういったことは、また関

係者の皆様とお話をする中で今後につなげて

いきたいというふうに考えています。 

 

○松岡徹委員 この説明が、第６章ですね、

ハンセン病問題の解決に向けてというところ

についてですが、療養所をついの住みかとせ

ざるを得なくなった入所者に対して十分な医

療、介護、福祉等を確保するための施策をど

のように講ずるかと。これは、以前この委員

会で私は取り上げたことがあるんですけれど

も、要するに、もともとハンセン病の患者の

方々というのは、手足が不自由、目が不自

由、それに加えて、もう大体80歳以上の高年

齢で、特に目の不自由な人とか何かには、も

う一人一人のケアが必要なんですけれども、

ところが、国の基準で、公務員の定数削減10

％とかで同じようにやられているわけね。そ

ういう点で、熊本県としても何とか努力はで

けぬかという質問をしたんです。そのときの

――局長はかわっておりますけれども、局長

の答弁で、なかなか県としては施設のことに

ついてはという御答弁でありました。私は、

再度、それはわかっていると、国の施設だか

ら。しかし、県として、私が言わんとしたの

は、その無らい県運動や、これまでのやっぱ

り重大な責任が熊本県としてあるわけです

ね。そういう気持ちも込めて再度要望をした

んですけれども、今回改めて第６章でこうい

う記述がなされておりますが、もう一歩国に

――特に熊本は、ハンセン病の患者数も全国

で極めて多い数を記録している県で、そうい

う中で、今いわば恵楓園をついの住みかとし

て高齢の方がいらっしゃる中で、国への働き

かけなどを含めてもう一歩踏み込んだ熊本県

としての姿勢が必要じゃないかと思いますの

で、どなたか答弁していただければと思いま

す。 

 

○下村健康づくり推進課長 今委員からお話

がありました恵楓園の入所者につきまして

は、現在300名ちょっとということで、全国

では1,800名近くの方がいらっしゃいます

が、御指摘のとおり高齢化が進んでおりまし

て、恵楓園の入所者の平均年齢については82

歳ということで、疾病に対する対応もさるこ

とながら、この報告書に御指摘がありました

ような介護、それから福祉の面についても非

常に大きな課題であるというふうに考えてお

ります。 
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 療養所につきましては、国の機関でござい

ますので、第一義的には国で対応していただ

く必要があろうかと思います。そういう意味

で、県というよりも入所者団体の皆様方、い

ろんな機会を通じて国に対する要望、特に施

設の職員数についての要望等は以前から強く

なされておりまして、結果的にどういう状態

になったかというのは、詳細は私も聞いてお

りませんけれども、全国の療養所の定数とし

てはそう下がっていないというふうには聞い

ているところです。 

 そういう意味で、国のほうにも、ぜひ、こ

ういう状況、認識はされていると思います

が、こういうハンセン病の検証委員会の報告

等も踏まえて、いろんな機会で私どもも、国

に対しては、こういう実態がありますという

ことはお伝えをしていきたいというふうには

考えております。 

 

○松岡徹委員 それで、例えば熊本県が６月

と11月に国への要望を出すですたいね、ああ

いう中に、今回はぜひ入れて、この報告書を

踏まえてやっていただければと、これは要望

しておきます。 

 あと１つ、報告書概要は何部つくるんです

か。 

 

○下村健康づくり推進課長 報告書につきま

しては、実はページ数でいきますと350ペー

ジ近くの非常にボリュームのある報告書にな

る予定でございます。報告書につきまして

も、印刷部数については予算の中で対応しよ

うというふうに考えております。部数、現状

では、予算上で約300部ぐらいというふうに

考えておりますが、先ほど報告の中でも申し

上げましたように、概要版もあわせて作成を

する予定にしております。概要版につきまし

ては、そうページ数が大きくなりませんの

で、できるだけ多く配付できるように印刷を

したいと思いますが、重ねて、県のホームペ

ージでも概要版、それから本編のほうもあわ

せて皆様が自由に閲覧、ダウンロードできる

ように対応を考えたいというふうに考えてお

ります。 

 

○松岡徹委員 関係者の要望とか話を聞く

と、やっぱり300部というのは、ページ数が

多いのはわかるけれども、それから、県内の

中学、高校とか、あるいは図書館、あるいは

全国的にもやっぱりもっと普及するとか、そ

ういうことで、300はやっぱり尐ないんじゃ

ないかという声を聞きますし、それから、恵

楓園の入所者自治会、あるいは恵楓園の将来

を考える会、こういうところで、増刷をして

有料販売にするとかそういうことはできない

かというような声もちょっと聞いているんで

すけれども、そこら辺についてはどんなもん

でしょうかね。 

 

○下村健康づくり推進課長 委員がおっしゃ

られた内容につきましては、私どももそうい

う声を聞いておるところでございます。予算

の関係もございまして、現状では、300部県

のほうで印刷をして配付する予定ということ

でございまして、今後、皆様方の要望に応じ

て、どのように対応するかは今後考えていき

たいと思っております。 

 

○髙木健次委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○鬼海洋一委員 これは、13ページ、14ペー

ジですけれども、６月議会でも、医療そのも

のの方向性の問題について、私なりに提言を

させていただきました。その中で、特に診療

報酬改定が行われまして、同時に、病院機能

の分化というものが国の大きな方向として出

されているわけですが、その中で、今お聞き

いたしますと、こういう検討をなされている

と。対象事業として、病床の機能分化・連携



第４回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成26年８月７日) 

 - 16 - 

のための必要な事業、あるいは在宅医療・介

護サービスの充実のための必要な事業、こう

いうことが今検討されているということでし

て、あと、具体的な中身を拝見いたします

と、かなり高額のＩＣＴを活用した地域医療

ネットワーク基盤整備事業とか、それから訪

問看護ステーションＩＴシステム支援事業、

こういうのが準備されているようであります

けれども、その中身について尐しお聞かせい

ただきたいというふうに思います。 

 

○立川医療政策課長 今、鬼海委員のほうか

ら、ＩＣＴの２つの事業について、ちょっと

中身ということでございますので、御説明し

たいと思います。 

 まず、病床機能分化・連携のために必要な

事業のうちの１番目のＩＣＴを活用した地域

医療ネットワーク基盤整備事業でございます

が、わかりやすく言いますと、患者さんの疾

病情報、それから服薬情報、それから検査の

情報、それとか、生活・介護情報、その患者

さんにまつわる画像情報も含めまして、それ

が、診療所、それから病院とかというところ

でお互い行き来をできるようなシステムをつ

くりたいというのが、一言で言うとそういっ

たものでございます。 

 これにつきましては、他県も取り組みが始

まっておりますし、国のほうからも、この基

金でぜひ検討をしてくださいというふうなこ

とで、イの一番に例示をされておりました。

そういったところで、私どもも県の医師会と

もう春先からこれにつきましてずっと今協議

いたしておりまして、進めていくこととして

おりますけれども、いかんせん、セキュリテ

ィーの問題であるとかそういった個人情報の

問題もありますので、慎重にせないかぬとい

うところもございます。いずれにしまして

も、県だけでつくるということじゃなくて、

特に、これを利用される医師会、それから各

大きな病院等と十分話を進めながら進めてい

きたいと思っています。 

 それから、次のこの14ページの訪問看護ス

テーションＩＴシステム支援事業、このＩＣ

Ｔにつきましては、よく聞きますのが、訪問

看護に行くのはいいんだけれども、帰ってか

らの入力といいますか、そういったので非常

に時間をとられるというか、その整理に時間

がかかって、本来の患者さんと訪問看護師と

して向き合う時間の確保がなかなか難しいと

いうふうなこともございまして、訪問看護ス

テーションに、今はやりといいますか、モバ

イルのｉＰａｄ等を配付して、そこでその患

者さんのその日の記録とかが短時間でできる

ようにでけぬかというふうなことで、今看護

協会さんとも協議しているところでございま

す。 

 以上です。 

 

○鬼海洋一委員 私も、例えば地域段階にお

ける病病連携、あるいは病診連携、これをよ

り具体的に進めていく上でカルテの共有、こ

ういうものを地域の中では提案をしてきたん

ですけれども、その場合に、個人情報保護の

問題だとか、さまざま壁にぶつかってきたわ

けですけれども、そうなりますと、そのカル

テの共有をはるかに飛び越えて、全てのその

情報が集中的に連携できるという状況になる

んですよね。そうすると、さっきあったよう

に、今一番問題は、セキュリティーの問題

が、ここはどこでも問題になっている。この

セキュリティーをどういうぐあいに担保して

いくのかということと同時に、それは個人情

報保護と一致するわけですので、その辺はど

の程度議論の対象になっているのか、さっき

お話ありましたけれども。 

 

○立川医療政策課長 セキュリティーにつき

ましては、今ちょっと医師会等で話が出てい

ますのは、今医師会のほうでは、ＩＤカード

といいますか、個人を認証するカードを日本
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医師会が今配られているそうです。県の医師

会の会員の方はお持ちなんですけれども、そ

ういったＩＣチップを埋め込んだカードをか

ざさないととか、あるいはそこを通さないと

アクセスできないであるとか、それとか、個

人さんの――これは今でも検査情報なんかの

ときに承諾をとられておりますけれども、患

者さん個人から、この情報について共有しま

すよ、よろしいかという許諾を得るといった

ことを今検討しております。 

 いずれにしましても、まだ議論のテーブル

に着いた段階でございますので、今委員から

いろんな御指摘がございましたようなことを

一つ一つクリアしながら、いいものにしてい

きたいと考えております。 

 

○鬼海洋一委員 ３団体から提案をされてい

るわけですよね、このネットワーク基盤整備

事業というのは。それで、検討の舞台という

か、どこでこれを検討されているんですか。 

 

○立川医療政策課長 この１番目のＩＣＴに

限ってでよろしいでしょうか。 

 

○鬼海洋一委員 はい、はい。 

 

○立川医療政策課長 これは、一応今、これ

はまだ発足まではしておりませんけれども、

県の医師会に、このＩＣＴを活用した情報シ

ステムの協議会なるものをつくって、県もも

ちろん入りますし、病院団体のところも入り

ますし、看護の協会とかも入りまして、医療

関係総動員で協議会をきちんとつくりまし

て、そこでオーソライズしながら進めていこ

うというふうに今案を考えているところでご

ざいます。 

 

○鬼海洋一委員 セキュリティーの問題と個

人情報保護の問題がうまく解決できれば、も

う画期的な方向が示されていくんじゃないか

というふうに期待をしております。ですか

ら、ぜひその内容等についても、また次の機

会でも状況をお聞きしたいというふうに思っ

ていますが、いずれにしても、今度、医療制

度、この報酬改定というのは、さまざまなイ

ンセンティブを活用されながら、患者が地

域、在宅に向かわざるを得ないような、そう

いう流れが出てくるんですね。そうすると、

在宅の総合的な整備というものをやってい

く、そのためにも、今言ったこういうものが

確立されていくと、一つの解決の方向が出る

んじゃないかと思っておりますので、ぜひ状

況等を報告いただきながら進めていただきた

いというふうに思います。 

 

○池田和貴委員 今のＩＣＴを活用した地域

医療ネットワークの基盤整備事業、これは、

前、医師不足対策で基金事業があって、天草

圏域で、たしかマグネットホスピタルという

ふうな名称で何か事業がやられていました

ね。あそことやっぱり一緒なんですか、それ

とも違うんですか。 

 

○立川医療政策課長 今、池田委員御指摘の

とおり、地域医療再生基金を使いまして、既

に天草圏域だけはと言うとあれですけれど

も、天草圏域におきましては、そこの圏域内

で、先ほど私が申し上げました画像でありま

すとか、患者情報が行き来できるという仕組

みが既に構築されています。 

 今回、私も３圏域程度をモデルということ

で御説明いたしましたけれども、わかりやす

く言えば、天草でやられたようなのをほかで

ももちろんつくるんですが、違いますのは、

天草は圏域だけでございましたけれども、今

回は、熊本市内の特殊な疾病等を扱います熊

大病院であるとか、高度救急を担う市内の病

院ともつなげるという意味で、ある意味、天

草では２層といいますか、２階建て、２層

と。この３階建てまで入ったようなのを広め
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ていくというようなことで今考えているとこ

ろでございます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 じゃあ、今天草でやっているシステムとい

うのは、これにつなげて、天草圏域も３次ま

でつなげるというふうな話は出てないんです

か、中には。 

 

○立川医療政策課長 天草からそういった話

は聞いておりませんけれども、今回のこのシ

ステムでつなげていこうという検討は行うと

いうことで聞いております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。その辺、ち

ょっと今検討中ということなんで、その辺は

また聞かせていただきたいと思うんですけれ

ども、ただ１つ、やっぱり考えていただきた

いのは、こういったネットワークをつくるこ

とは非常に重要だと思います。鬼海先生も御

指摘をされたように非常に有効な使い方があ

ると思います。ただ、やっぱり見えないとこ

ろで結構コストかかってくるんですよね。セ

キュリティーを上げようとすると、特に今み

たいなクラウドの状況になったときのセキュ

リティーには、物すごく年間セキュリティー

に対するコストがかかるんですよね。 

 こういうＩＴの機器って一生使えるわけじ

ゃなくて、ＯＳが変わったりとか、いろいろ

なものが変わったときに機器更新があって、

そのときに結構――大体５年から10年の間は

大体システム使えるんですけれども、それを

民間で言うと減価償却していくので、年間で

割っていけばそう大したことないんですけれ

ども、ある一定の時期に結構莫大な金額がか

かるので、多分最初につくってからはいいん

だろうけれども、今後それをじゃあ続けてい

こうとしたときに、更新の費用をどうしてい

くかということは当然考えられているとは思

いますけれども、やっぱりその辺も踏まえた

上で考えていかれたほうがいいと私は思いま

すけれども、多分セキュリティーでクラウド

あたりでやろうとして、患者数にもよります

けれども、下手すれば年間、セキュリティー

を上げようとすると、やっぱり1,000万円単

位のお金を払わざるを得ないとか、そういっ

たところも出てくるんじゃないかと思うんで

すよね。やっぱりその辺も――多分やられて

いる方は御存知だと思いますけれども、ぜひ

その辺もちゃんと勘案をしながらやってきて

いければと思いますね。要望です、これは。 

 

○髙木健次委員長 いいですか。 

 

○池田和貴委員 はい。 

 

○髙木健次委員長 よかですね。 

 

○池田和貴委員 はい。 

 

○髙木健次委員長 手が挙がらないようです

ので、なければ、これで報告に対する質疑を

終了いたします。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。 

 

○鬼海洋一委員 これは教育警察のほうでも

議論されているかもわかりませんけれども、

脱法ドラッグの問題です。薬務衛生課のほう

でしょうかね。熊本県の現状というか、それ

に対する県としての取り組みがあればお聞か

せいただきたいと思います。 

 

○窪田薬務衛生課長 県の取り組みといたし

ましては、まず立入調査というのを実施して

おります。これにつきまして、集中的な監

視、指導を実施いたしまして、販売店に対し

まして、販売店の自粛要請を文書で行うこと

をやっております。 

 また、監視、指導の強化ということで、九
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州厚生局及び県警と連携して実施しておりま

す。 

 その店舗ですけれども、以前４店舗ござい

ましたが、いろいろ監視、指導を強めており

まして、現在は１店舗に減尐しているところ

でございます。 

 また、情報収集という意味合いから、県内

の救急病院に対しまして、危険ドラッグ使用

が疑われる健康被害事例の情報提供を平成20

年度から依頼しております。また、平成25年

度からは、不動産業界に対しまして販売店舗

の情報提供を依頼するなど、流通実態の把握

に努めているところでございます。 

 また、啓発活動といたしましては、知事が

本部長の熊本県の薬物乱用防止対策推進本

部、これは関係機関が15機関ぐらい入ってお

りますが、これを中心に、ホームページやリ

ーフレット、また、薬物乱用防止教室の開催

ということで、小中高、これは100％の実施

率でございます。これを開催いたしまして、

危険ドラッグの危険性につきまして、県民の

啓発と注意喚起を行っているところでござい

ます。 

 

○鬼海洋一委員 こういうのが我々の周りに

あったったいなと改めてびっくりしとっとで

すけれども、深刻ですよね。ですから、どこ

がちゃんと首根っこを押さえるのかというこ

とだろうと思うんですけれども、特に県警等

と連携をとりながら問題解決を図るというそ

の努力をやっぱり薬務衛生課を中心にやって

いってもらわざるを得ないんだろうというふ

うに思います。我々もできるものであれば応

援しなきゃならない課題ですから、ぜひ取り

組みを強化していただくようにお願いしてお

きたいと思います。 

 

○松岡徹委員 健康福祉政策課長にちょっと

伺います。 

 アスベスト問題情報連絡会議設置要綱とい

うのがありまして、副知事が責任者で、各部

長、教育長、県警の警務部長が構成になっい

るんですけれども、そのもとに、設置要綱に

よると、幹事会というのがあって、その幹事

会メンバーで健康福祉部から健康福祉政策課

長がメンバーとしてなっているわけです。 

 それで、実態をちょっと伺いたいんですけ

れども、この幹事会というのに、あなた出席

したことがありますか。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 ４月に入っており

ますけれども、出席はございません。 

 

○松岡徹委員 そうすると、４月からだから

あれだけど、この幹事会の記録、会議記録と

か、あるいは関連文書、そういうのの何か申

し送りとか、そういうものは健康福祉政策課

にありますか。 

 

○渡辺健康福祉政策課長 引き継ぎの中には

入っておりませんでした。 

 

○松岡徹委員 わかりました。いいです、そ

れで。 

 

○髙木健次委員長 ほかに何かありません

か。 

 

○藤川隆夫委員 有床診のスプリンクラーの

予算を多く獲得いただきましてありがとうご

ざいました。 

 現在、有床診がスプリンクラー設置に向け

てどのような形で――今の現状ですよね、恐

らく多くのところが手を挙げていると思うん

ですけれども、現在の状況だけちょっと教え

てもらえますか。その後の進展状況といいま

すかね。 

 

○立川医療政策課長 今の藤川委員お話あり

ましたように、新聞にも出ましたけれども、
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全国で一番高い内示をいただきました。その

内示の中身は、それぞれ医療機関を特定した

ものになってございまして、その積み上げが

約11億ということになってございます。 

 私ども、今予算といたしまして、昨年度の

これは緊急経済対策での積んだ分が３億強あ

ったと思いますけれども、それを全額繰り越

しておりますので、まず３億強を執行するた

めに、つい昨日あたりだったと思いますけれ

ども、各医療機関に施工してくださいという

ことで通知を出しております。 

 後の残りの８億につきましては、今般予算

が県予算に積んでございませんので、次回、

９月議会に御提案申し上げまして、成立後、

早急に年度内での執行ができるようにしたい

と思っております。各医療機関のほうに、も

うすぐ着手するところ、着手できるところは

どこですかというふうなことを全て聞きまし

て、それをまず約３億円強ですね、固めまし

て、内示をしたところでございます。 

 

○藤川隆夫委員 ありがとうございました。 

 

○髙木健次委員長 ほかにありませんね。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 

  午前11時27分閉会 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  厚生常任委員会委員長 

 

 

 

 


